
 

 

９ 

 

 第 2 章  現況と課題 

本章では、現在の沖縄県における赤土等流出に関する現況と課題を示す。 

まず、「2 . 1 赤土等流出による各種影響」にて、赤土等流出が、自然環境及び産業等を含

め、広く県民の生活に影響を与えている現 状を説明した後、「2 . 2 赤土等の流出メカニズム」

に て 、 赤 土 等 流 出 に 関 す る 「 侵 食 」 ・ 「 流 下 」 ・ 「 堆 積 ・ 巻 き 上 げ 」 の 一 連 の プ ロ セ ス に つ い て

概 要 を 説 明 す る 。 そ の 後 「 2 .3 海 域 の 現 況 」 、 「 2 . 4 赤 土 等 の 流 出 状 況 」 に て 赤 土 等 汚 染 に

かかる現況を示した後、「2 . 5 旧基本計画の最終評価に示された課題」にて旧基本計画を踏

まえ今後必要となる対応について整理した。 

「 2 . 5 旧 基 本 計 画 の 最 終 評 価 に 示 さ れ た 課 題 」 で は 、 旧 基 本 計 画 が 令 和 ３ 年 度 に 終 期 を

迎 え た こ と か ら、 平 成 2 5 年 度 から 令 和 ３ 年 度に 実 施 した 海 域 及 び陸 域 の モニタ リ ング 調 査

結 果 を 基 に 環 境 保 全 目 標 や 流 出 削 減 目 標 量 の 達 成 状 況 の 評 価 を 行 い 、 こ れ ら 目 標 を 達 成

し て い な い 監 視 地 域 の 状 況 を 把 握 す る な ど し 、 旧 基 本 計 画 期 間 中 に 解 決 で き な か っ た 課 題

や新 たに抽出 された課題を 整理している。よって、「2 . 5 旧基本計画の最終評価に示さ れた

課題」は平成 25 年度から令和３年度までのモニタリング調査結果で把握した現状を踏ま え

た上で抽出・整理された課題である。 

な お 、 「 2 . 3 」 ～ 「 2 . 5 」 に つ い て は 、 旧 基 本 計 画 に お け る モ ニ タ リ ン グ 調 査 結 果 及 び 旧 基

本計画最終評価結果の内容に基づく。 

2 . 1  赤土等流出による各種影響 

赤土等流出による影響を、「自然環境への影響」と「産業等への影響」に分けて示す。 

2 . 1 . 1  自然 環 境 への 影 響  

＜海 域 ＞  

・  赤土 等の 堆積 は、 海域生物の 生息・ 生育環境その もの を改変し、 魚介類 の産卵 場

所 の 喪 失 や 底 生 動 物 、 海 藻 草 類 、 サ ン ゴ 類 の 埋 没 の ほ か 、 沈 降 粒 子 に よ る サ ン ゴ

類へのストレスなどの悪影響を及ぼす。 

・  赤 土 等 に よ る 海 水 懸 濁 は 、 魚 類 の 濁 り か ら の 回 避 行 動 や 海 藻 草 類 の 光 合 成 阻 害

を 引 き 起 こ し 、 ま た 、 サ ン ゴ 類 （ 造 礁 サ ン ゴ 類 ） に つ い て も 、 体 内 に 共 生 し て い る 褐

虫 藻 の 光 合 成 阻 害 に よ り 、 サ ン ゴ 類 が 褐 虫 藻 の 光 合 成 産 物 を 利 用 で き な く な り 死

滅するなどの悪影響を及ぼす。 

・  サンゴ礁生態系の基盤であるサンゴ類の死滅により、サンゴを住処とする様々な海

域 生 物 ( 魚 類 、 底 生 動 物 等 ) は 、 そ の 生 息 ・ 生 育 環 境 を 失 う こ と と な り 、 結 果 こ れ ら

の生物についても姿を消し、生物多様性は著しく減少する。 

・  赤 土 等 の 懸 濁 ・ 堆 積 に よ り サ ン ゴ 幼 生 の 定 着 阻 害 が 起 こ る こ と も 確 認 さ れ て お り 、

赤土等の影響により、幼サンゴ 加入によるサンゴ礁の再生も妨げられることとなる。 

・  海 草 藻 場 や 干 潟 等 に お い て も 、 赤 土 等 が 堆 積 す る こ と に よ り 、 泥 が 少 な い 環 境 を

好 む 生 物 種 が 減 少 す る 一 方 、 泥 を 好 む 生 物 種 が み ら れ る よ う に な り 種 構 成 が 変 化

するとともに、種数自体の減少傾向も見られ、生物多様性が減少する。 
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＜河 川 ＞  

・  河 川 へ の 赤 土 等 の 流 出 ・ 堆 積 は 、 河 川 の 流 下 能 力 や 自 然 の 浄 化 機 能 の 低 下 を 招

き 水 質 を 悪 化 さ せ る ほ か、 河 床 の 上 昇 に よ り 、 河 川 内の 岩 や 礫 な ど が 埋 没 す る こと

も あ る 。 ダ ム に つ い て も 赤 土 等 の 流 入 は 水 源 汚 染 を 生 じ 、 土 砂 の 堆 積 が 貯 水 量 を

減少させダム機能を低下させている。 

・  赤 土 等 の 堆 積 に よ り 河 口 閉 塞 が 起 き る と 、 河 川 と 海 と を 行 き 来 す る 魚 類 の 往 来 が

妨げられる。 

・  赤 土 等 が 、 河 川 内 の 岩 や 礫 の 表 面 に 付 着 し た 場 合 、 付 着 藻 類 が 減 少 し 、 そ れ に

伴 っ て、 藻 類 を 摂 食 す る 水 生 昆 虫 類 を は じ め魚 類 や 甲 殻 類 、 貝 類 が 減 少 す る 等、

生物群集に影響を与える。 

・  赤 土 等 の 流 出 に よ る 汚 濁 負 荷 は 濁 水 に 強 い 外 来 種 の 勢 力 拡 大 を 助 長 す る 等 の 間

接的な影響を与える可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

  

①健全なサンゴ礁海域 ②海域への赤土等拡散 ③赤土等が堆積した海域 

①清浄な河川域 ②河川への流出 ③赤土等が流出した河川 
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②モズク収穫 ③あーさ養殖場への 
赤土等流出 

①漁獲物 

①農地からの収穫物 ②肥沃な耕土 ③耕土の流出 

2 . 1 . 2  産業 等 へ の影 響  

＜漁 業 ＞  

・  定 置 網 、 建 干 網 、 刺 網 等 に 赤 土 等 が 付 着 し 、 漁 場 が 赤 土 等 に よ っ て 濁 る と 、 魚 は

網に入らなくなる。このため、漁業者は漁場の移動や網をあげて洗うことになる。 

・  赤土等による汚染は、モズク等の海草藻類、ハタ類（ミーバイ）等の魚類、クルマエ

ビ等の養殖などに大きな影響を及ぼしている。 

・  モ ズ ク や ヒ ト エ グ サ （ あ ー さ ） な ど の 養 殖 で は 、 養 殖 網 に 付 着 し た 赤 土 等 の 洗 浄 や

養殖のやり直し、品質 劣化などが 漁業者の 負担になっ ている。ま た、海域から取水

し て 陸 上 で 養 殖 す る 海 ぶ ど う 等 で は 、 取 水 し た 海 水 に 赤 土 等 が 混 入 し て お り 取 水

海水フィルター清浄などが漁業者の負担となっている。 

・  潜 水器 漁 業、 素潜 り 漁 業、 追 込 網 漁業 等 は、 直 接 漁 業 者が 海 に 潜 るの で 、 赤 土 等

に よ っ て 濁 る と 海 の 中 が 見 え な く な り、 極 め て 危 険 であ る ば か り で な く 操 業 す る こ と

ができなくなることもある。 

・   

・   

 

 

 

 

 

 

＜農 業 ＞  

・  土壌 は、そ の元となる岩石 等の 母材に 侵 食や 風化 などの物 理 的作 用と腐 植などの

生 物 的 作 用 が 加 わ り 、 長 い 時 間 を か け て 生 成 さ れ る 有 限 の 資 源 で あ る 。 農 地 か ら

の 赤 土 等 流 出 は 、 農 業 生 産 の 基 盤 で あ る 土 壌 を 失 う こ と と な り 、 継 続 的 な 農 業 生

産にとって大きな損失となる。 

・  本 県 の 耕 作 に 適 し た 土 壌 は ご く 浅 く 分 布 す る こと か ら 、 赤 土 等 流 出 に よ り 農 地 の 表

土が失われることで耕作に適さない条件となる。 

・  良 好 な 農 業 生 産 の た め 土 づ く り し た 土 壌 を 流 出 さ せ る こ と は 、 そ れ ま で 費 や し た 経

費や労力も失うことであるから、農業経営上の損失にもなる。 
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＜観 光・ レクリエー ション＞  

・  赤 土 等 の 海 域 へ の 流 出 に よ り 、 観 光 業 及 び ダ イ ビ ン グ 、 ウ ィ ン ド サ ー フ ィ ン 等 の レ

ク リ エ ー シ ョ ン な ど の 利 用 に 適 さ な く な り 、 沖 縄 経 済 振 興 の 主 軸 で あ る 観 光 産 業 に

影響を及ぼす。 

・  赤 土 等 の 流 出 に よ り 、 優 れ た 景 勝 地 や レ ク リ エ ー シ ョ ン の 場 と な っ て い る 干 潟 、 藻

場 、 砂 浜 、 岩 礁 、 マ ン グ ロ ー ブ 等 で 構 成 さ れ る 海 岸 線 周 辺 の 景 観 が 悪 影 響 を 受 け

る。 

 

 

 

 

 

 

 

＜その 他 ＞  

・  水 道 水 源 の 河 川 や 海 水 淡 水 化 施 設 の 取 水 海 域 等 に お い て は 、 大 量 の 赤 土 等 が

流入した場合には取水を停止する等の障害となる。 

・  サン ゴ礁を 含む沿 岸 海域等 は、 地域に根ざ した様 々な祭事や 伝 統、文化、 慣習等

の実践の場であるが、赤土等の流出によって環境が悪化するとその障害となる。 

・  サ ン ゴ 礁 を 含 む 沿 岸 海 域 等 は 、 豊 か な 自 然 に 触 れ る こ と が で き る 教 育 の 場 と し て

貴重であるが、赤土等の流出によって環境が悪化するとその機会が失われる。 

・  本 県 に 特 徴 的 な 亜 熱 帯 海 洋 性 気 候 に 属 す る サ ン ゴ 礁 等 環 境 は 、 そ の 独 自 性 等 を

踏 ま え 研 究 の 場 と し て 貴 重 で あ る が 、 赤 土 等 の 流 出 に よ っ て 環 境 が 悪 化 す る と 研

究面での障害となる。 

 

  

②健全な海域における 
レクリエーション 

③赤土等が拡散した海域①健全な海域での観光業 
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2 . 2  赤土等の流出メカニズム 

赤 土 等 と は 、 県 内 で 見 ら れ る 赤 茶 色 の 土 （ 国 頭 マ ー ジ ・ 島 尻 マ ー ジ な ど ） や 灰 色 の 土

（ジャーガルとその母岩のクチャ）など、粒子の細かい土壌の総称である。 

赤 土 等 の 流 出 の 機 構 は 、 強 い 降 雨 を 起 因 と し た ｢ 侵 食 ｣ 、 ｢ 流 下 ｣ 、 ｢ 堆 積 ・ 巻 き 上 げ ｣ の

過程として説明される(図 2-1 )。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1  沖縄県における赤土等流出のイメージ  
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2 . 2 . 1  侵食  

地 表 の 土 壌 侵 食 は 、 降 雨 に よ っ て 発 生 し た 地 表 面 の 流 水 に よ っ て 引 き 起 こ さ れ 、 流 水

の量と速 度 に大きく影 響さ れる。 したがっ て 地形（ 傾斜 角、斜 面長 、斜面の 形 状）の険 しい

地域は、 土 壌が侵食さ れやす い。 侵食の初 期状態 では、土粒 子 が斜面全 体から流出 する

面 状 （ シ ー ト ） 侵 食 が 起 こ り 、 そ の 後 、 斜 面 全 体 に 細 か い 雨 溝 を 形 成 し て 土 壌 が 流 出 す る

リル侵食と なる場合 が ある。また、リル侵食 が進んでよ り深く広 い流路の発 達した形 態 のガ

リ侵食となる場合もある(図 2-2 )。  

 

 

 

 

 

 
リ ル 侵 食 ： 面 状 侵 食 の 状 態 で 表 面 水 が 次 第 に 集 中 し 、 流 水 は 土 地 の 底 部 な ど に 向 か っ て 小 さ な 溝 （ リ ル ）

を 形 成 し な が ら 流 下 す る よ う に な る 。 こ の よ う な 侵 食 形 態 を リ ル 侵 食 と い う 。  
ガ リ 侵 食 ： リ ル 侵 食 が さ ら に 進 ん で 侵 食 溝 が 大 規 模 に な り 、 農 業 機 械 な ど の 導 入 が 不 能 に な る ま で 達 し

た リ ル を ガ リ と い い 、 そ の 形 態 を ガ リ 侵 食 と よ ぶ 。   【 農 業 技 術 辞 典 ( 農 研 機 構 ) 】  

図 2-2  土壌侵食の進行イメージ 

一 般 に 植 生 が あ る 土 地 は 土 壌 侵 食 が 起 こ り づ ら い 。 こ れ は 、 植 生 に よ り 雨 滴 が 直 接 的

に 土 壌 に 当た る 衝 撃 が 緩 和 さ れ 、 ま た 根 に よ り 土 壌 流 出 防止 の 効 果が 発 揮 され る こ と に よ

る ( 写 真 ① ～ ③ ) 。 一 方 、 農 地 の 耕 作 や 開 発 工 事 等 で 地 表 の 植 生 を 剥 が し 裸 地 状 態 に す

ると、上記効果が消失し、土壌侵食が顕著に起こることとなる(写真④～⑥)。  

農地では緑肥による植生がある状態で、裸地と比べ土壌の流出量が 6～7 割程度抑え

ら れ る こ と が 報 告 さ れ て い る ( 参 考 ： 赤 土 流 出 防 止 に 有 望 な 緑 肥 作 物 の 選 定 ( 沖 縄 県 農 業

研究センター) )。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

①植生により土壌侵食が
起こりづらい森林、草地 

③植生により土壌侵食が
起こりづらい農地(牧草地)

②植生により土壌侵食が起こ
りづらい農地(サトウキビ畑)  

④開発工事による裸地化 ⑤法面に発生したリル侵食 ⑥裸地農地からの赤土等
流出 
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 以下、本県において土壌侵食が顕著となる各種自然条件について記載する。 

( 1 )  降雨 条 件  

土壌侵食は、強い降雨が発端となる。 

本 県 は 亜 熱 帯 特 有 の ス コ ー ル 的 な 強 い 雨 の 降 り

方が多く、 降雨エネ ルギーの強 さ を表す指 標である

「 降 雨 係 数 」 で み る と 、 本 県 は 全 国 平 均 の 約 ３ 倍 で

ある(図 2-3 )。  

「 沖 縄 の 気 候 変 動 監 視 レ ポ ー ト 2022 （ 沖 縄 気 象

台 ） 」 に よ る と 、 こ の ま ま 温 暖 化 が 進 行 す る こ と で 本

県では将来的に、強い雨（日降水量 100 ㎜以上、

時間降水量 50 ㎜以上）の発生頻度の増加が予測

さ れ て い る 。 降 雨 状 況 の 変 化 に 伴 う 赤 土 等 流 出 の

変化を想定した対策手法を検討する必要がある。  

 

( 2 )  地形 条 件  

急 峻 な 地 形 は 降 っ た 雨 が 流 れ や す く 、 土 壌 が 侵

食されやすい条件である。 

沖 縄 本 島 中 南 部 は 丘 陵 地 や 台 地 ･ 段 丘 が 多 く 、 な

だ ら か な 地 形 が 多 い が 、 沖 縄 本 島 北 部 や 八 重 山 は

山 地 ・ 丘 陵 地 で 急 傾 斜 の 地 形 が 多 く 、 赤 土 等 が 流 れ

やすい地形といえる。 

県 全 体 で は 山 地 や 丘 陵 地 な ど の 侵 食 さ れ や す い

地形が 50％以上を占めている( 図 2-4 )。  

 

( 3 )  土壌 条 件  

沖 縄 県 に 分 布 す る 主 な 土 壌 で あ る 、

国 頭 マ ー ジ 、 島 尻 マ ー ジ 、 ジ ャ ー ガ ル 、

ジ ャ ー ガ ル の 母 岩 と な る ク チ ャ （ 泥 岩 ）

は、 粒 子 が 細 か く 、 分 散 し や す い 土 壌 で

あ る ( 図  2-5 ) 。 加 え て 亜 熱 帯 の 沖 縄 で

は 微 生 物 の 活 動 が 活 発 で 有 機 物 が 早 く

分 解 さ れ 、 土 壌 中 の 有 機 物 含 量 が 少 な

く な る こ と か ら 、 土 壌 粒 子 が 結 合 し た 団

粒構造が発達しにくい傾向にある。 

沖縄県の土壌分布図を図 2-6 に示した。 

各土壌の分布面積のうち約 5 5  ％ を国頭マージが占め、ジャーガルが占める割合も

多く、沖縄県には流出しやすい土壌が広く分布している。 

図  2 - 3 沖 縄県 の 降雨 の強 さ・ 全 国比 較  

図  2 - 4 沖 縄県 の 地形 分類 別 比率  

図  2 - 5 沖 縄県 の 主な 土壌  

国頭マージ 島尻
マージ

ジャー
ガル

クチャ
（泥岩）
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デ ー タ 提 供 ： 沖 縄 県 衛 生 環 境 研 究 所  

図 2-6 沖縄県の土壌分布図 

 

2 . 2 . 2  流下  

侵食された赤土等が河川に流入すると、河川を通じ海域まで運ばれる。 

河 川 に 流 入 し た 赤 土 等 は 、 土 壌 粒 子 が 微 細 で 沈 降 し に く い こ と 、 ま た 、 本 県 の 河 川 の

多 く は 島 嶼 と い う 地 形 条 件 の 中 で 河 床 勾 配 が 急 な 上 に 短 小 で あ る こ と か ら 、 降 雨 時 に は

河 川 全 体 が 急 流 と な り、 短 時 間 で 海 域 ま で 運 ば れ る こ と と な る 。 特 に 沖 縄 本 島 北 部 、 久 米

島、八重山の高島型の島は、急峻な地形であることからこの傾向が顕著となる(図 2-7 )。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 沖縄と本土の山岳標高と河口までの距離の比較例及び山地からの赤土等流出 
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2 . 2 . 3  堆積・ 巻き上げ 

海 へ 流 出 し た 赤 土 等 は 、 土 壌 粒 子 が 細 か い た め 浮 遊 時 間 が 長 く 、 広 く 海 域 を 濁 ら せ る 。

そ の 後 、 徐 々 に 沈 降 す る が 、 外 洋 へ の 拡 散 は リ ー フ エ ッ ジ に 遮 ら れ 、 河 口 域 か ら 礁 池 （ イ

ノー）にかけたリーフ内の浅海域で堆積する。 

底 質 巻 き 上 げ は 、 潮 汐 及 び 荒 天 時 の 波 浪 に よ っ て も た ら さ れ る 。 引 き 潮 時 等 で は 、 リ ー

フ の 切 れ 目 （ ク チ ） か ら 少 し ず つ 外 洋 に 出 て い く が 、 一 度 堆 積 し た 赤 土 等 が リ ー フ の 外 に

拡 散 す る に は 相 当 な 時 間 を 要 す る 。 台 風 接 近 等 に よ る 高 波 浪 発 生 時 に は 、 海 域 地 形 に よ

っては拡散が顕著に進む場合もある(図 2-8 )。  

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8  海域（リーフ内）での堆積の状況 
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【参考】赤土等流出と栄養塩流出 

陸 域 か らの サ ン ゴ 礁 海 域 へ 環 境 負 荷と し て は、 本 計 画 で 取 扱 う 赤 土 等 流 出 の 他 に 栄 養

塩の流出も挙げられます。 

海 域 へ 流 出 す る 栄 養 塩 は 、 生 活 排 水 、 畜 舎 排 水 等 に 加 え 、 農 地 か ら の 赤 土 等 流 出 に

伴 う 化 学 肥 料 成 分 の 流 出 等 が 由 来 と し て 知 ら れ て お り 、 こ れ ら の 海 域 へ の 流 出に よ り 貧 栄

養 塩 濃 度 を 好 む サ ン ゴ 類 に 負 の 影 響 を 及 ぼ し て い る と い う 報 告 が あ り ま す （ 注 ） 。 本 計 画 で

は、主に農地からの赤土等 流出 削減を 目指しますが 、この取組は同時に栄養塩流出の削

減にも寄与することとなります。 

ま た 、 本 計 画 で は、 海 域の 赤 土 等 堆積 状 況の 改 善 に よ り生 物 の 生 息 状 況が 回 復ま た は

良 好 な 状 態 を 維 持 し て い る か を 把 握 す る た め 、 海 域 モ ニ タ リ ン グ 調 査 を 実 施 す る こ と と し

てお り、 前 述 の と お り サン ゴ 類 は 栄 養 塩 類 の 影 響 も 受 ける こ と か ら、 海 域 モ ニ タ リ ン グ 調 査

で は 栄 養 塩 に つ い て も 調 査 を 行 い 、 赤 土 等 の 堆 積 以 外 の 影 響 に つ い て も 把 握 す る こ と と

しております。 

そ の 他 県 で は 、 海 域 へ の 栄 養 塩 流 出 削 減 の た め 「 社 会 資 本 総 合 整 備 計 画 」 に よ る 生 活

排水対策の推進、「新・沖縄２１世紀農林水産業振興計画」による家畜排せつ物の適正処

理や化学肥料の低減等の取組もあります。 

さ らに 県 で は、 河 川・ 海 域 等の 公 共 用 水 域の 調 査 を 毎 年 度 実 施 し て お り 、 栄 養 塩と し て

の 全 窒 素 及 び 全 リ ン 酸 等 の 環 境 基 準 が 未 達 成 の 河 川 に つ い て は 上 乗 せ 基 準 の 見 直 し を

行 う と と も に 、 排 水 基 準 を 満 た さ な い 汚 水 の 排 出 を 抑 制 す る た め 、 食 品 製 造 業 施 設 や 畜

産施設などの特定事業現場の監視強化に努めております。 

ま た 、 生 活 排 水 対 策 の 一 環 と し て 、 上 下 水 道 等 の 整 備 動 向 を 踏 ま え な が ら 合 併 浄 化 槽

の 普 及 を 促 進 す る と と も に 、 生 活 排 水 対 策 の パ ン フ レ ッ ト の 作 成 や 家 庭 で で き る 生 活 排 水

の対策をホームページに掲載するなど普及・啓発についても実施しています。 

 

（ 注 ） ： 陸 域 か ら の 環 境 負 荷 対 策 に つ い て  金 城 孝 一  ( 2 0 1 7 ) 日 本 サ ン ゴ 礁 学 会 誌 1 9 巻  
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【参考】海域における赤土等堆積状況測定について 

海域 に お け る赤 土 等 堆積 状 況 は、 赤 土等 が 堆 積 した 海域 の 底 質を サ ンプ ルと し た 底

質中懸濁物質含量（SPSS： con t e n t  o f  S u s p e nd e d  P a r t i c l e s  i n  S e a  S e d imen t )分

析法が知られており、本計画においても赤土等の堆積状況把握等に使用する。 

 

●S PS S 測定 方 法  

SPSS の測定手順を図 2-9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「沖縄県の赤土流出について－赤土等ガイドブック－」(沖縄県、平成 20 年) 

図 2-9   SPSS の測定手順  
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●SPSS につい て 

SPSS は、海域における赤土等の汚濁を継続的に定量する方法を確立するために沖

縄 県 衛 生 環 境 研 究 所 に よ り 開 発 さ れ た 赤 土 等 堆 積 指 標 で あ り 、 同 時 に そ の 測 定 法 も 開

発 さ れ て い る 。 本 手 法 の 利 点 と し て 、 実 際 の 測 定 値 と 底 質 の 外 観 が よ く 対 応 し て お り 状

況を説明しやすいことや、測定対 象である底質は、時間的に大きく変動する水質と比べ

て安定 しており、非 降 雨時に計 画的に底 質を採取 できる点 等が 挙げられる。これらの 利

点から現在 SPSS 分析法は沖縄県における赤土等汚染モニタリングの標準手法として

位置づけられ、沿岸海域の赤土汚染関連調査に活用されている。 

さらに、SPSS の測定は、国や市町村、NPO 等団体が実施するモニタリング調査でも

活用 さ れて おり 、 環 境 省が 実施 する モ ニ タ リ ング サ イ ト 1000 に お い て サン ゴ礁 調 査の

マ ニ ュ ア ル に も 掲 載 さ れ る な ど 、 沿 岸 域 に お け る 赤 土 等 の 堆 積 状 況 を 把 握 す る た め の

手法として普及している。 

出 典 ： 沖 縄 県 の 赤 土 汚 濁 の 調 査 研 究 （ 第 2 報 ） - 赤 土 汚 濁 簡 易 測 定 法 と 県 内 各 地 に お け る 赤 土 濃 度 -  

大 見 謝 辰 男 （ 1 9 8 6 ） 沖 縄 県 衛 生 環 境 研 究 所 報 2 0 号  

： S P S S 簡 易 測 定 法 と そ の 解 説  大 見 謝 辰 男 ( 2 0 0 3 )  沖 縄 県 衛 生 環 境 研 究 所 報 3 7 号  

 

●SPSS ラ ンクについ て  

SPSS はその値により下表にある９つのランクに分類することができる。 

ラ ン ク １ ～ 5 b  ま で は 自 然 界 由 来 （ 波 浪 に よ り 岩 や 砂 が 研 磨 さ れ た も の や 生 物 活 動 等

に よ り 生 じ た も の ） に よ る 懸 濁 物 質 の 発 生 が 考 え ら れ る が 、 ラ ン ク ６ 以 上 の 場 合 は 、 明 ら

かに人為的な赤土等の流出による汚染と見なすことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       出典：「沖縄県の赤土流出について－赤土等ガイドブック－」(沖縄県、平成 20 年) 

図 2-10   SPSS、SPSS ランクと対応する底質状況その他参考事項 

 
 

SPSS ( SPSS ラ ン ク ) と 海 域 に お ける 赤 土 等 堆 積 状 況 及 び 周 辺 環 境 の 対 応 し た イ メ ー

ジを図 2-11 に示した。 
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周 辺 環 境 は 、 生 息 場 環 境 ( サ ン ゴ 場 、 海 草 藻 場 、 干 潟 ) を 混 在 さ せ て 示 し 、

SPSS ( SPSS ランク)が高くなるほど、赤土等堆積量が増大し、それに伴い周辺環境も悪

化した状況となることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11  SPSS ( SPSS ランク)と赤土等堆積状況、周辺環境の対応イメージ 
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2 . 3  海域の現況 

旧基本計画は、平成 25 年から開始し、令和３年度で終期を迎えた。その９年間で実 施

さ れ た 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 の 効 果 を 把 握 す る た め 、 海 域 調 査 を 含 む 様 々 な 調 査 を 実 施

しており、最終評価ではそれらの調査結果を基に計画の達成状況等を評価した。 

ここでは旧基本計画最終評価結果に基づき、海域の現況を述べる。 

 

2 . 3 . 1  海域 モ ニ タ リ ン グ調 査 の概 要  

( 1 )  調査 実 施 地域  

沖 縄 県 全 体 か ら 7 6 地 域 を 監 視 地 域 と し 、 さ ら に 監 視 地 域 の 中 か ら 赤 土 等 堆 積 状 況

や農地面積などを基準に 22 地域を選定し、重点監視地域として設定した。 

モニタリング調査は、監視地域で５年に１回、重点監視地域は毎年度実施した。 

注 ： 旧 基 本 計 画 に お け る 監 視 地 域 と は 、 海 域 に お け る 目 標 ( 環 境 保 全 目 標 ) と 陸 域 に お け る 目 標 ( 流 出 削

減 目 標 量 ) を 設 定 し た 上 で 、 赤 土 等 の 流 出 削 減 を 図 っ た 地 域 で あ り 、 旧 基 本 計 画 に お け る 重 点 監 視

地 域 と は 、 監 視 地 域 か ら 選 定 し 、 対 策 及 び モ ニ タ リ ン グ の さ ら な る 重 点 化 を 図 っ た 地 域 で あ る 。  

 

( 2 )  赤土 等 の 堆積 指 標（ SP SS）  

旧基本計画では、海域における赤土等の堆積状況は SPSS ( c on t e n t  o f  S u s p e nd e d  

P a r t i c l e s  i n  S e a  S e d imen t ：海域底質中懸濁物質含有量)を指標とした。 

SPSS とは、海域の底質１m ³ 当たりに含まれる懸濁物質（赤土等）の量（kg/㎥）のこと

で 、 海 域 に お け る 赤 土 等 の 堆 積 状 況 を 把 握 す る こ と が で き る 。 堆 積 指 標 （ SPSS ） は 、 懸

濁物 質量 から９ つの ランク に分 類す ること ができ、ランク６以 上 （SPSS： 50kg / ㎥以 上 ）は、

明 ら か に 人 為 的 な 赤 土 等 の 流 出 に よ る 汚 染 が あ る と 判 断 さ れ る (SPSS の 詳 細 に つ い て

は p.19～21 参照)。  

 

( 3 )  旧基 本 計 画で の 目 標設 定( 環 境保 全 目 標)  

旧 基 本 計 画 で は 、 赤 土 等 流 出 に よ る 影

響 を 受 け た 本 県 の 沿 岸 域 を 良 好 な 状 態 に

再生するこ とを目的と して、県内 における赤

土 等 流 出 及 び そ れ に 伴 う 環 境 へ の 影 響 等

の 現 状 を 踏 ま え 、 監 視 海 域 区 分 ご と に 目 指

す べ き 海 域 環 境 と し て 「 環 境 保 全 目 標 」 を

設定した。 

「 環 境 保 全 目 標 」 の 設 定 に あ た り 、 各 監

視海域における平成 23 年度時点の赤土等

堆 積 状 況 か ら、 サ ン ゴ 場 は４ 類 型（ AA 、 A 、 B 、 C 類 型） に 、 海 草 藻 場 及 び 干 潟 は２ 類 型

（ A 、 B 類 型 ） に 生 息 場 類 型 を 分 類 し ( 表  2-1 ) 、 計 画 終 期 の 令 和 ３ 年 度 ま で に 類 型 を 概

ね１つ上の類型に改善することを目標とした。 

 

表 2-1  生息場類型(旧基本計画時)  
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( 4 )  調査 項 目  

主 な 調 査 項 目 は 、 赤 土 等 の 堆 積 指 標 (SPSS ) 測 定 で あ り 、 合 わ せ て 海 域 生 物 生 息 状

況も補足的に確認した。 

 

2 . 3 . 2  海域 調 査 結果  

( 1 )  環境 保 全 目標 の 達 成状 況  

監 視 海 域 ご と の 環 境 保 全 目 標 の 達 成 状 況 は 、 海 域 の 赤 土 等 堆 積 状 況 調 査 の 結 果

（堆積指標（SPSS））に基づき評価した。 

監視海域 76 海域のうち 57 海域（75%）で赤土等堆積状況が改善または改 善傾向に

あり、このうち環境保全目標を達成した海域は 38 海域（50%）となっている(図 2-12 )。  

ま た 、 重 点 監 視 海 域 及 び 監 視 海 域 、 そ れ ぞ れ の 環 境 保 全 目 標 の 達 成 状 況 に つ い て

は以下のとおりである。 

①重点監視海域(22 海域)の環境保全目標達成状況 

→改善傾向が確認できた海域：16 海域（73％）、  

うち環境保全目標類型を達成した海域：５海域 

②監視海域（重点監視海域を除く 54 海域）の環境保全目標達成状況 

  →改善傾向が確認できた海域：41 海域（76％）  

うち環境保全目標類型を達成した海域：33 海域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12  環境保全目標達成状況（旧基本計画最終評価時)  

 

 

各監視海域の環境保全目標の達成状況については、図 2-13～図 2-14 に示した。 
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図 2-13 監視海域における環境保全目標達成状況（旧基本計画最終評価時)（1/2）  
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図 2-14 監視海域における環境保全目標達成状況（旧基本計画最終評価時)（2/2）  
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( 2 )  生物 相 の 改善 状 況  

海域調 査 では、赤土 等堆積 状 況調査 に 合わせ監 視海域 の 生物調 査も 行ったこと から、

その結果を用いて、監視海域における生物相の改善状況の評価を行った。 

生 物 生 息 状 況 は赤 土 等 の 堆 積 状 況 以 外 に も 影 響 さ れ る こ と か ら 、 本 評 価 は 補 足 的 な

評価として位置づ け、各監視海 域（重点監 視海域を 含む）にお ける生 物の 出現状況 から

生物相ランクの改善状況を評価した。 

重 点 監 視 海 域 の う ち 、 生 物 相 ラ ンク が 「 改 善」 し た 海 域 は ３ 海 域 、 生 物 相 ラ ンク に 変 化

は な い が 良 好 状 態 が 維 持 さ れ た 「 変 化 な し ( 良 好 状 態 ) 」 が 1 2 海 域 で 、 こ れ ら は 重 点 監

視海域の 68%を占めた(図 2-15 )。  

監視海域（重点監視 海域を除く）では生物 相ランクが「改善」した 海域は９海 域、生物相

ランクに変化はないが 良好状態が維持された「変化なし(良好状態)」が 28 海域で、監視

海域（重点監視海域を除く）の 69%を占めた(図 2-15 )。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ： 「 改 善 」 ： 生 物 相 が 改 善 し た 海 域  

「 変 化 な し ( 良 好 状 態 ) 」 ： 生 物 相 に 大 き な 変 化 は な い が 、 良 好 状 態 を 継 続 し て い る 海 域    

「 や や 悪 化 」 ： 生 物 相 は や や 悪 化 し て い る が 、 良 好 状 態 は 維 持 し て い る 海 域  

「 変 化 な し 」 ： 生 物 相 に 大 き な 変 化 は な い 海 域 。 良 好 も し く は 不 良 状 態 か に つ い て は 判 断 で き な い  

「 変 化 な し ( 不 良 状 態 ) 」 ： 生 物 相 に 大 き な 変 化 は な い が 、 不 良 状 態 を 継 続 し て い る 海 域    

「 不 良 」 ：  生 物 相 の 変 化 は 把 握 で き な い が 、 現 在 不 良 状 態 に あ る 海 域  

「 悪 化 」 ： 生 物 相 が 悪 化 し た 海 域  

「 評 価 不 可 」 ： 生 物 相 に よ る 評 価 が で き な い 海 域  

 

図 2-15  生物相の評価結果（旧基本計画最終評価時)  

 

 

各監視海域の生物状況の推移については図 2-16～図 2-17 に示した。 
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図  2-16 監視海域における生物状況の推移（旧基本計画最終評価時)（1/2）  
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図  2-17 監視海域における生物状況の推移（旧基本計画最終評価時)（2/2）  
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2 . 4  赤土等の流出状況 

2 . 4 . 1  全県 か ら の 流出 削 減 状況  

令和３年度の流出源別推計流出量を表 2-2 に示す。 

令和３年度の県全域からの赤土等の推定年間流出量は 245 , 9 0 0 ｔとなり、平成 23 年度

から令和３年度にかけて、52 , 4 00 ｔ（H23 年度比 17 . 6％）削減した。主な流出源ごとの推

定 年 間 流 出 量 は 、 農 地 が 199 , 500 ｔ （ H23 年 度 比 21 .8 ％ 減 ） 、 開 発 事 業 が 34 , 100 ｔ

（H23 年度比 38 . 1％増）、米軍基地が 4,900 ｔ（H23 年度比 56 . 6％減）、その他森林等

7,400 ｔ（H23 年度比 2.8％増）となった。 

 

表 2-2  令和３年度の流出源別推計流出量 

 

 

 

 

 

平成23年度 平成28年度 令和3年度 平成23年度 平成28年度 令和3年度

227,689 229,023 229,408 298,300 270,900 245,900

38,200 37,820 37,500 255,100 226,400 199,500

1,197 1,233 1,308 24,700 27,500 34,100

1,021 911 925 21,200 20,400 25,100

土 地 改 良 387 309 377 3,900 5,700 5,000

区 画 整 理 25 50 29 500 2,900 800

施 設 用 地 造 成 324 137 303 10,800 2,700 12,000

公 園 造 成 10 0 23 200 0 800

河 川 事 業 24 8 17 300 200 500

道 路 改 良 113 95 93 3,300 2,700 3,400

公 共 そ の 他 138 311 83 2,200 6,200 2,600

176 322 383 3,500 7,100 9,000

リ ゾ ー ト 関 連 19 66 67 200 1,600 1,300

民 間 そ の 他 157 256 316 3,300 5,500 7,700

21,792 18,820 18,484 11,300 9,600 4,900

23 20 6 8,000 6,800 2,100

21,769 18,800 18,478 3,300 2,800 2,800

166,500 171,150 172,116 7,200 7,400 7,400

90,800 93,530 94,292 3,900 4,000 4,000

6,600 6,470 6,487 500 500 500

15,200 15,900 16,320 600 700 700

11,000 11,600 11,675 500 500 500

2,700 3,400 3,244 0 0 0

40,200 40,250 40,098 1,700 1,700 1,700

 合　　　　　計

 区　　　　分

  公共事業

  民間事業

そ の 他

裸 地

 開発事業

 農地（耕地）

 森林その他

 米軍基地

そ の 他

水 面 ･ 河 川 ･ 水 路

道 路

宅 地

草 地 等

森 林

面　積 年 間 流 出 量

（ha） （t/年）



 

 

３０ 

 

52.1

32.1

16.7
2.5

0.8

38.2
30.5

4.6
2.3

0.8

29.8
25.5

2.5
1.1

0.7

27.1
22.6

2.8

1.0
0.7

24.6
20.0

3.4 0.5
0.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

全体 農地 開発事業 ⽶軍基地 森林その他

年
間

流
出

量
（

万
t/

年
）

平成5年度
条例施⾏前

平成13年度 平成23年度
基本計画
基準年

平成28年度
基本計画
中間評価

令和3年度
基本計画
最終評価

また、県全域及び各流出源別の推定年間流出量の推移を図 2-18、令和３年度の流出

源別流出割合を図 2-19 に示す。 

農地からの推定年間流出量は、平成 23 年度に比べると約２割削減しており、開発事業

か ら の 推 定 年 間 流 出 量 は 、 沖 縄 県 赤 土 等 流 出 防 止 条 例 に よ る 規 制 に よ り 条 例 制 定 前 ( 平

成 5 年度)の約２割以下まで削減していたが、平成 23 年度から令和３年度にかけては若

干の増加に転じている。 

農地からの流出量は、県全体の 81％を占め依然として高いが、これは土地利用に占め

る農地面 積 の割合が 高いことが 影響している。農地か らの単位流 出量(１ha あたりの年 間

流 出 量 ) は 徐 々 に 減 少 し て お り （ デ ー タ 省 略 ） 、 こ れ ま で 農 業 現 場 で 推 進 さ れ て き た 対 策

の 効 果 が 現 れ て い る も の で あ る が 、 対 策 が 不 十 分 な 農 地 か ら の 赤 土 等 流 出 は 依 然 と し て

確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-18  流出源別推定年間流出量の推移(平成５年度～令和３年度)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-19  流出源別流出割合(令和３年度)  
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2 . 4 . 2  赤土 等 流 出量 の 変 化の 要 因  

主な流出源ごとに推定年間流出量の変化の要因を以下に整理した。 

( 1 )   農地  

平成 23 年度と令和３年度の農地からの推定年間流出量を比較すると、55 , 6 00 ｔ削減

し て い る と 推 計 さ れ た 。 削 減 要 因 は 、 流 出 防 止 対 策 に よ る 効 果 が 大 き く 、 耕 作 農 地 面 積

の変化によるものも影響している。 

農 地 か ら の 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 と し て 、 土 木 的 対 策 （ 農 地 の 勾 配 抑 制 、 排 水 路 、 沈

砂池の整備等）及び営農的対策（マルチング、グリーンベルト の設置等）が行われており、

これら対策等により推定年間流出量が 41 , 0 00 ｔ削減した。 

平成 23 年度から令和３年度に農地転用による農地減少及び耕作放棄地の増加によ

り、耕作農地面積が約 2,700 ㏊減少したと推計されており、この耕作農地面積の減少に

よる裸地の減少に伴い、赤土等の推定年間流出量は約 14 , 0 00 ｔ減少している。 

市 町 村 に 配 置 さ れ て い る 農 業 環 境 コー デ ィ ネ ー タ ー や NPO 等 が 、 農 地 に お け る 営

農的対策を推進したことで、これら対策の普及拡大が図られている。 

特 に 、 農 業 環 境 コ ー デ ィ ネ ー タ ー を 配 置 し 、 地 域 と 協 働 で 積 極 的 な 営 農 的 対 策 が 進

め ら れ て い る 市 町 村 の 多 く で は 、 令 和 ３ 年 度 の 農 地 か ら の 単 位 流 出 量 （ １ ㏊ あ た り の 年

間流出量）が平成 23 年度と比較して削減しており、営農的な赤土等流出防止対策の効

果がうかがえた。 

 

【参考】農業環境コーディネーターの活動 

農業環境コーディネーターは、農家が実施する赤土等流出防止対策の支援や地域イベント等

を通した普及・啓発活動を行っている指導員です。 

農業環境コーディネーター（補助員含む）は市町村の赤土等流出防止営農対策協議会に所属

し、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村、糸満市、久米島町、石垣市、竹富

町、名護市の 11 市町村で活動しており（令和 4 年 12 月現在）、農業環境コーディネーターの働

きかけで、農地での対策が農家にも徐々に浸透してきています。 

 

( 2 )   開発 事 業  

開発事業からの推定年間流出量を平成 23 年度と令和３年度で比較すると、9 , 4 00 ｔ

増 加 した 。 開 発 現 場 か らの 赤 土 等 流 出 量 は、 沖 縄 県 赤 土 等 流 出 防 止 条 例 の 施 行 に よ り 、

条 例 施 行 前 に 比 べ 流 出 量 は 約 ８ 割 削 減 さ れ た が 、 開 発 事 業 の 環 境 の 変 化 に 伴 う 影 響

（ 事 業 面 積 ① や 事 業 日 数 ② の 増 加 ） や 一 部 事 業 現 場 に お け る 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 の 不

足 ③ により流出量が増加に転じていると考えられる。 

 

   ※流出量の増加要因 

①事業面積の増加 

沖 縄 県 赤 土 等 流 出 防 止 条 例 に 基 づ く 事 業 行 為 届 出 書 ・ 通 知 書 の 件 数 は 、 平 成
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2 3 年度は 1,162 件で、令和２年度は 1,390 件と 228 件増加している。 

事業面積も 令和２年度 では増 加しており、当 該届出書・ 通知書に 記載された 事業

現場面積の合計が平成 23 年度は 1,197h a で、 令和２年度が 1,308h a であった。 

 

②事業日数の増加 

沖 縄 県 赤 土 等 流 出 防 止 条 例 に 基 づ く 事 業 行 為 届 出 書 ・ 通 知 書 に 記 載 さ れ た 事

業行為の開始及び終了の予定年月日から算出した結果、平成 23 年度は１事業あ

たり 135 日で、令和２年度は 175 日であり、事業日数が平均 40 日（30％）増加 し

ている。 

 

③不十分な赤土等流出防止対策 

令 和２ 年 度 に 実 施 した 赤 土 等 流 出 実 態 調 査 の 結果 、 一 部 の 事 業 現 場 で は 、 事 業

行 為 届 出 書 ・ 通 知 書 の 示 す 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 計 画 書 ど お り の 対 策 が 講 じら れ て

いない、 または、 設置 された赤土等流出防止施設が十分に 機能してないことが確認

された。 

 

( 3 )   米軍 基 地  

米軍基地からの赤土等の推定年間流出量を平成 23 年度と令和３年度で比較すると、

6 , 40 0 ｔ減少した。 

米軍基地 全体の裸 地面積は減少していると推計さ れたが、一部地域では裸地状 態の

継続や増加が確認されており、赤土等の流出源となっていることが危惧される。 

※米軍基地内の裸地面積 

  平成 23 年度：23 ㏊ ⇒ 令和３年度：６㏊（17 ㏊減）  

 

2 . 4 . 3  流出 削 減 目標 量 の 達成 状 況  

令和３年度の監視地域全体（重点監視地域を含む）の推定年間流出量は 141 , 1 7 2 t と

推計され、平成 23 年度と比較して推定年間流出量は 28 , 4 40 ｔ削減された。 

基 本 計 画 で 設 定 さ れ た 監 視 地 域 全 体 の 削 減 目 標 量 （ 94 , 32 8 ｔ / 年 ） に 対 す る 達 成 率 は

30％であった。 

 

表 2-3   流出削減目標量の達成状況 

流出量
（ｔ/年）

②

削減量
（ｔ/年）

①-②

削減割
合
(%)

流出量
（ｔ/年）

③

削減量
（ｔ/年）

①-③

削減割
合
(%)

監視地域全体 169,612 75,284 94,328 ▲56% 141,172 28,440 ▲17% 30%

重点監視地域 76,442 25,781 50,661 ▲66% 61,984 14,458 ▲19% 29%

監視地域
(重点監視地域除く)

93,170 49,503 43,667 ▲47% 79,188 13,982 ▲15% 32%

R3目標 R3流出量
H23流出量
（ｔ/年）

①

目標達成率
(%)

①-③/①-②
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2 . 5  旧基本計画の最終評価に示された課題 

旧 基 本 計 画 に 基 づ く 対 策 の 推 進 に よ り 、 特 に 、 農 地 に お ける グ リ ー ン ベ ル ト や マ ル チ ン

グ等の対策は、市町村の地域協議会や NPO 等団体よる支援により確実に進展がみられ、

そ の 結 果 、 多 く の 海 域 で は 赤 土 等 堆 積 状 況 の 改 善 が 確 認 さ れ 、 ま た 赤 土 等 堆 積 状 況 の

改善に伴い海域生物の生息状況に改善がみられた海域も複数確認された。 

一 方 、 旧 基 本 計 画 の 最 終 年 度 （ 令 和 ３ 年 度 ） に お い て も 、 「 環 境 保 全 目 標 」 及 び 「 流 出

削減 目標 量」を達成 していない監視 地域 があったこ とから、 今 後さらに市 町村 や関 係機 関

と 、 海 域 に お け る 赤 土 等 堆 積 状 況 や 陸 域 に お け る 流 出 防 止 対 策 実 施 状 況 に つ い て 情 報

共 有 を 行 い 、 継 続 的 な 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 の 推 進 に よ る 沿 岸 域 の 環 境 改 善 に 取 り 組 ん

でいく必要がある。 

旧 基 本 計 画 の 期 間 中 に 解 決 で き な か っ た 課 題 や 新 た に 抽 出 さ れ た 課 題 に 対 応 す る た

め、本計画では以下の対応が求められる。 

 

【 課 題 １ 】 農 地 か ら の 流 出 量 は 確 実 に 削 減 し て い る が 、 依 然 と し て 全 体 の 流 出 量 の 約 ８ 割

を占めている。  

【対応】  

  農 地 に お け る 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 を 、 土 木 的 対 策 と 営 農 的 対 策 の 両 面 か ら 重 点

的に推進する必要がある(土木的対策と営農的対策については p.60「 4 . 1 . 1 農 地

における対策」参照)。  

  勾 配 抑 制 や 沈 砂 池 等 の 土 木 的 対 策 が 行 わ れ て い な い 農 地 で は 、 農 家 に よ る 営 農

的 対 策 の 実 施 だ け で は 、 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 を 進 め る こ と が 困 難 であ る こ と か ら 、

農地の勾配抑制や排水路、沈砂池の整備などの土木的対策を進める必要がある。 

  営 農 的 な 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 は 、 恒 久 的 な 対 策 で な い こ と か ら 継 続 的 な 実 施 や 、

営 農 行為 に よ る 裸 地 状 況に あ わ せた 対 策 の 実 施 が 必 要 であ る 。 し か し、 こ れ ら 営 農

的 対 策 に 要 す る 費 用 や 労 力 の 負 担 が 大 き く 、 農 家 の み で 行 う こ と は 困 難 で あ る こ と

から、引き続き市町村の赤土等流出防止対策地域協議会や NPO 団体等と協働で、

持続的かつ効果的な対策を行っていくことが求められる。 

  農地における営農的な赤土等流出防止対策の実施は、土壌保全や土づくりの圃場

管 理 等 の 営 農 行 為 に つ な が る こ と か ら 、 農 家 に 対 し て は 、 営 農 行 為 の 一 環 と し て 取

組を進めるよう働きかけを強化する必要がある。 

 

【 課 題 ２ 】 調 査 の 結 果 、 土 砂 の 堆 積 に よ り 流 出 防 止 効 果 が 低 下 し て い る と 思 わ れ る 沈 砂

池等 が 確 認さ れ て い る。  

【対応】  

  沈 砂 池 等 の 維 持 管 理 が 適 切 に 行 え る よ う 、 浚 渫 等 の 維 持 管 理 マ ニ ュ ア ル の 作 成 や

堆 積 土 の 再 利 用 化 等 に よ る コ ス ト 軽 減 な ど を 検 討 す る と と も に 、 適 切 な 管 理 が 確 実

に実施されるような仕組み作りが必要である。 



 

 

３４ 

 

【 課 題 ３ 】 沖 縄 県 赤 土 等 流 出 防 止 条 例 の 施 行 後 、 開 発 事 業 か ら の 赤 土 等 流 出 量 は 大 幅

に削減されたが、 旧基 本計画策定後、 若干の増加傾向にあった。  

【対応】  

  引き続き定期的なパトロールや指導を実施するとともに、施工業者や事業行為者の

意 識 向 上 を 図 る た め 講 習 会 な ど に お い て 不 適 切 事 例 な ど を 紹 介 す る な ど し 、 条 例

に基づく対策の徹底を求めていく 。 

 

【 課題 ４】 海 域の 赤 土 等堆 積 状 況と 陸 域の 年間 流 出 量と の 相関 が低 い 地 域が あ る。  

【対応】  

  陸 域 に お け る 流 出 防 止 対 策 の 効 果 が 海 域 に お け る 赤 土 等 堆 積 の 改 善 に つ な が る

まで時間を要することから、引き続き調査を行う必要がある。 

  陸 域 に お い て 把 握 で き て い な い 土 地 利 用 や 赤 土 等 流 出 防 止 対 策 の 実 施 状 況 、 赤

土 等 の 流 出 が あ る こ と も 考 え ら れ る こ と か ら 、 広 域 的 な 陸 域 に お け る 調 査 を 効 果 的

に行う必要がある。 

  各 流 出 源 か ら の 流 出 量 は 対 策 の 実 施 状 況 な ど の 調 査 結 果 を 基 に 算 出 し た 推 計 値

であることから、より詳細に推計する必要がある。 

 

【 課 題 ５ 】 監 視 海 域 （ 重 点 監 視 海 域 除 く ） の 赤 土 等 堆 積 状 況 の 調 査 は 、 ５ 年 に 一 度 の 調

査 の た め 、 降 雨 や 気 象 条 件 の 変 動 か ら 海 域 の 堆 積 状 況 の 変 化 を 十 分 に 把 握

で き てい な い可 能 性 が あり 、 課 題の 把 握 が遅 れ る 可能 性 が あ る。  

【対応】  

  県 全 域 の 沿 岸 域 の 堆 積 状 況 の 推 移 を 定 期 的 に 把 握 出 来 る 調 査 を 実 施 す る 必 要 が

ある。 

 

 

赤 土 等 流 出 問 題 は 、 本 県 の 土 壌 や 地 形 、 気 象 の 特 殊 性 に 起 因 す る 問 題 で あ り 、 開 発

事 業 及 び 農 業 活 動 を 行 う に あ た り 避 けて は 通 れな い 課 題 で あ る 。 各 種 流 出 防 止 対 策 の 実

施 に よ り 本 県 に お け る 赤 土 等 の 流 出 量 は 確 実 に 減 少 し て い る が 、 更 な る 対 策 を 講 じ 赤 土

等の流出量を削減していく必要がある。 

当 初 、 目 標 と し た 沿 岸 域 の 環 境 改 善 を 達 成 す る た め に は 、 既 に 実 施 さ れ た 対 策 を 継 続

さ せ 対 策 効 果 を 維 持 さ せ る と と も に 、 新 た に 抽 出 さ れ た 課 題 等 に 取 組 対 策 の 強 化 を 図 る

必 要 が あ る 。 現 在 、 改 善 傾 向 に あ る海 域 の 環 境を 再 び 悪 化 さ せ る こと な く 確 実 に 回 復 さ せ、

それを維持する取組が本計画では求められる。 

 

 

 


